
随意契約結果一覧表 （令和６年４月～令和６年９月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 ０９３－５８２－２００２

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

北九州市統一的な基準によ
る地方公会計に係る指導助
言業務

有限責任監査法人トーマツ
福岡事務所

4,477,000 令和6年9月4日

　本業務は、令和５年度決算に係る発生主義・複式簿記を前
提とした統一的な基準による財務書類等の作成にあたり、会
計分野の専門知識、及び他都市等での同種の業務実績に基づ
くノウハウを有する事業者からの支援を受けるものである。
　財務書類等の作成にあたっては、これまでの協議結果や決
定事項等を踏まえつつ、本市の実情に沿った支援が必要不可
欠であるため、平成２８年度に実施した「指名型企画提案方
式による業者の選定・審査」の結果選定した、当該事業者と
特命随意契約を行うもの。

自治法
施行令
第６号

非公表
（特命随意契約
で、継続性があ
る）

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号

　　　　　　　　　　　

財政・変革局　財政課



随意契約結果一覧表 （令和６年４月～令和６年９月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 ０９３－５８２－２０３０

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

令和６年度税務システム等
の標準化支援業務

アクセンチュア株式会社 20,900,000 令和6年4月1日

　本業務は、国が示す情報システム標準化に向けて、本市が
標準システムに円滑に移行するための支援を行うものであ
り、実施にあたっては、国が示す標準化に関する知識だけで
なく、本市の税務事務やシステム構成などの知識が必要であ
る。
　当該事業者は、個人市民税の賦課業務や徴収業務、運用支
援業務などを包括的に受託し、本市の税務事務やシステム構
成に精通しているため、これらの知識の習得や現状の確認等
にかかるコスト（人・時間）が不要である。
　以上の理由から、当該事業者が一体的に本業務を行うこと
で効果的で効率的な委託ができるため。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約
で、継続性があ
る）

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号

　　　　　　　　　　　

財政・変革局　税制課



随意契約結果一覧表 （令和６年４月～令和６年９月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 ０９３－５８２－２０３０

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

証明書コンビニ交付サービ
ス（納税証明書）運用保守
業務委託

ＴＫＣ・ＮＤＫＣＯＭ共同
体事業体

  月額
     55,000円

令和6年6月4日

　本業務は、市税証明書コンビニ交付サービスを行うにあた
り、証明書コンビニ交付システムの保守管理を行うものであ
るが、システムの保守管理を行うためには、既存システムに
関する知識が必要不可欠であるため、既存システムを構築し
たＴＫＣ・ＮＤＫＣＯＭ共同事業体以外には、それらの知識
を有している者がいない。（他業者ではこの業務を履行でき
る者がないため。）

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約
で、継続性があ
る）

月額契約
予定総額

1,925,000円
（複数年契約 35か月）

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号

　　　　　　　　　　　

財政・変革局　税制課

※公表漏れのため追加掲載
（令和７年４月１７日掲載）



随意契約結果一覧表 （令和６年４月～令和６年９月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 ０９３－５８２－２０３３

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

令和６年度低所得者支援及
び定額減税補足給付（調整
給付）事務業務委託

株式会社ＮＴＴマーケティ
ングアクトＰｒoＣＸ
ＣＸソリューション部九州
センタ　北九州コンタクト
センタ

256,261,935 令和6年5月31日

　当該事業者は、非課税世帯向けや物価高騰対策の給付金に
おいて、本業務同様の給付事務業務を請け負っており、業務
遂行のためのノウハウが蓄積されている。
　また調整給付金の給付は、「物価高騰対応重点支援地方創
生臨時交付金」を用いて上記の各種給付金担当部署が業務を
実施する各種給付金と一体的に行われる給付である。
　上記の理由から、本業務を迅速・的確に実施できるのは当
該事業者のみと判断し、特命随意契約を締結するもの。

自治法
施行令
第６号

258,538,500

令和６年度低所得者支援及
び定額減税補足給付（調整
給付）管理システム運用業
務

寶結株式会社 4,730,000 令和6年6月13日

　当該システムについては、非課税世帯向けや物価高騰対策
の給付金において構築した給付金システムを活用し、
kintoneによる給付管理システムを導入することで、業務の
効率化及び省力化の実現と経費の節減を図る。
　当該事業者は、上記の各種給付事業においてシステム開
発・運用業務を受託しており、本市の給付金に関する
kintoneを用いたシステムに応じた技術や知見、スキルを有
していることから、本業務を迅速・的確に実施するにあた
り、開発期間の短縮と経費の削減が見込めるため、特命随意
契約を締結するもの。

自治法
施行令
第６号

5,138,100

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号

　　　　　　　　　　　

財政・変革局　課税第一課



随意契約結果一覧表 （令和６年４月～令和６年９月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 ０９３－５８２－２０３５

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

令和７年度向け 固定資産
(土地)の評価に係る標準宅
地の時点修正率算出業務

公益社団法人 福岡県不動
産鑑定士協会

13,093,740 令和6年7月9日

　時点修正率の算定にあたっては、限られた期間内に大量の標
準宅地（２，５２９地点）の時点修正率算定の取りまとめを行うこ
と、標準宅地に係る標準価格及び時点修正率との整合性を図
ること、地価公示地及び県基準地との面的な価格バランスを図
ることが必要とされる。
　公益社団法人福岡県不動産鑑定士協会（以下、「協会」とい
う。）は、地価公示及び県地価調査の業務を受託しているため、
地価公示等と一体となった組織的な分析等を行うことができ、
また、不動産鑑定士等への指示命令系統が確立しており、相当
数の不動産鑑定士等の取りまとめ業務を円滑に行うことがで
きる。従って、上記の要件を満たすものは、令和６基準年度鑑定
評価業務を委託した協会しかない。

自治法
施行令
第２号

非公表
（特命随意契約
で、継続性があ
る）

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号

　　　　　　　　　　　

財政・変革局　固定資産税課



随意契約結果一覧表 （令和６年４月～令和６年９月契約分）　　　　　　

契約担当課・連絡先　 ０９３－５８２－２０３１

件 名
契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称

契約金額
（円）

契 約 締 結 日 随 意 契 約 と し た 具 体 的 な 理 由
根拠
法令
※

予定価格
（円）

備 考

預貯金照会サービス利用契
約

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ九州

月額基本料
180,000
（税抜）

月額照会料
130,000
（税抜）

令和6年4月1日

　市税の滞納整理に伴う金融機関への預貯金照会は、国の
「デジタル・ガバメント実行計画」において、「書面を前提
とした照会・回答内容や業務フローを見直し、照会・回答業
務を段階的にデジタル化することで、金融機関の負担軽減及
び行政機関による迅速かつ適正な行政事務の遂行を図る」こ
ととされている。
　預貯金調査の電子化サービスを提供している事業者は、提
携している金融機関が異なる㈱エヌ・ティ・ティ・データ九
州とSocioFuture㈱のみであり、他の事業者において実施す
ることはできないため。

自治法
施行令
第２号

4,092,000

月額契約
予定総額

　4,092,000円
（10%税込）

（注）「根拠法令※」は次のいずれかを記入しています。

　　○自治法施行令：地方自治法施行令第167条の2第1項中の該当号

　　○特例政令：地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項中の該当号

　　　　　　　　　　　

財政・変革局　収税企画課


